















─ 米国連邦倒産法の立法過程に関する考察〔 1〕として ─
加 藤 哲 夫
＊本稿は，JSPS科研費・基盤研究（C）課題26380136号の研究成果の一部である。
（ 1）　この間の1800年法の規定及び解釈を論じた貴重な文献として， THOMAS COOPER, 
THE BANKRUPT LAW OF AMERICA COMPARED WITH THE BANKRUPT LAW OF ENGLAND 






























（ 6）　1907年の恐慌につき，ROBERT F. BRUNNER & SEAN D. CARR, THE PANIC OF 1907 
（2007）.
（ 7）　正式の名称は，WILLIAM J. DONOVAN, ADMINISTRATION OF BANKRUPT ESTATES, 71st 



















（ 8）　正式の名称は，WILLIAM D. MITCHELL, STRENGTHENING OF PROCEDURE IN THE 
JUDICIAL SYSTEM, 72d Cong.（Comm. on the Judiciary Print 1932）. なお，この報告
書は，THATCHER報告書とも呼ばれているようである。
（ 9）　正式の名称は，SECURITIES AND EXCHANGE COMMISSION, REPORT ON THE STUDY AND 
INVESTIGATION OF THE WORK, ACTIVITIES, PERSONNEL AND FUNCTIONS OF PROTECTIVE 
AND REORGANIZATION COMMITTEES, PART Ⅰ─Ⅷ（1936, reprinted in 1989）.
（10）　正式の名称は，ROBERT H. JACKSON, ADMINISTRATION OF THE BANKRUPTCY ACT; 






WILLIAM H. MULLINS, THE DEPRESSION AND THE URBAN WEST COAST, 1929─1933

























































点につき，GILBERT’S ON BANKRUPTCY; A TREATISE ON THE LAW AND PRACTICE IN 
BANKRUPTCY 288, 623（3rd ed.1934）.
（16）　当時のこのような破産手続の一連の過程を債権者支配として明確に位置付け


























（18）　HAROLD REMINGTON, A TRERATISE ON THE ELEMENTS OF BANKRUPTCY LAW FOR THE 
USE OF LAW 304（1911）によれば，一般債権者に対する配当のための寄託は，現
金のみならず，短期の約束手形や株式で行われていたようである。これが1867
年法との違いであったと指摘されている。
（19）　10 COLLIER ON BANKRUPTCY 14th ed., supra note 14, at 1792─1793での第12条（a）
参照。
（20）　上記の1898年法第12条の手続の要約につき， JACOB I. WEINSTEIN, THE BANKRUPTCY 
LAW OF 1938; CHANDLER ACT 259（1938）による。


























（22）　REMINGTON, supra note 18, at 302. 
（23）　Id. at 303.






















（25）　この経緯につき， DAVID A. SKEEL, JR., DEBT”S DOMINION A HISTORY OF BANKRUPTCY 































（27）　例えば， MITCHELL, supra note 8, at 4; REPORT OF THE COMMISSION ON THE BANKRUPTCY 
LAWS OF THE UNITED STATES, H. DOC. NO. 93─137, PART I, 103─106（1973）.











資産総計 負債総計 債権者への配当総額 配当率
1929年 ＄11,960,148 ＄103,728,726 ＄7,779,837 7.50%
1928年 ＄12,618,543 ＄111,118,024 ＄6,866,777 6.12%
1927年 ＄18,539,737 ＄204,509,436 ＄13,241,492 6.47%
1926年 ＄13,582,159 ＄100,526,710 ＄8,748,727 8.65%
1925年 ＄20,177,728 ＄174,945,672 ＄14,409,691 8.22%
総　　計 ＄76,878,315 ＄694,828,568 ＄51,046,521
5年平均 ＄15,375,663 ＄138,965,713 ＄10,209,305 7.35%
＊いずれも，WILLIAM J. DONOVAN, ADMINISTRATION OF BANKRUPT ESTATES, 71st Cong., 211─212, 




合衆国全体 資産総計 負債総計 債権者への配当総額 配当率
1929年 ＄ 88,964,116 ＄  883,605,665 ＄ 66,323,364 7.51%
1928年 ＄ 90,540,062 ＄  830,788,611 ＄ 66,693,405 8.02%
1927年 ＄ 96,558,929 ＄  885,557,335 ＄ 72,094,328 8.14%
1926年 ＄ 93,017,550 ＄  806,312,992 ＄ 70,764,864 8.77%
1925年 ＄ 85,348,873 ＄  747,522,847 ＄ 63,528,019 8.49%
総　　計 ＄454,429,530 ＄4,153,787,450 ＄339,404,010



















1928年 2,515 810 4 1,304 1,207 2,304 211
1927年 2,350 676 6 942 1,402 2,140 210
1926年 2,101 788 5 665 1,492 1,983 118
1925年 3,132 721 6 1,007 2,119 2,852 280
総　　計 10,159 2,995 21 3,918 6,220 9,279 819
＊WILLIAM J. DONOVAN, ADMINISTRATION OF BANKRUPT ESTATES, 71st Cong., 215─217, TABLE Ⅴ（A）─Analysis of types 





































































































































































＊WILLIAM J. DONOVAN, ADMINISTRATION OF BANKRUPT ESTATES, 71st Cong., 230, ’TABLE XV（B）─ ‘Average periods（in 
days） of steps in administration’ （House Comm.Print 1931）による。なお，同資料によれば，（ ）内の数値
は，本表における期間の算定に用いた事件数である。
の表れという。
（39）　REMINGTON, supra note 18, at 47.
（40）　COOPER, supra note 1, at 4─5; 10 COLLIER ON BANKRUPTCY, supra note 14, at 1722
での1800年法第 3条及び同第 5条による。

















（42）　Id. at 9; 10 COLLIER ON BANKRUPTCY, supra note 14, at 1724─1725での1800年法第
11条による。












（45）　この間の経緯につき，DONOVAN, supra note 7, at 90.





























（49）　この点につき，REMINGTON, supra note 18, at 51. なお，後者の点につき，
REMINGTONは，管財人は債権者との関係では信認義務関係にあると断言する。
Id.
（50）　以下のプロセスにつき，DONOVAN, supra note7, at 13による。
























の後， この収益管理人に関する規定は削除されている。10 COLLIER ON BANKRUPTCY, 




（54）　DONOVAN, supra note 7, at 6 ─7. DONOVAN報告書のこの点を取り上げて，1898
年法第45条による債権者が管財人を選出するシステムを批判的に紹介する見解
として，HANNA, supra note 16, at 220, footnote 3.



























































（63）　REPORT OF THE COMMISSION ON THE BANKRUPTCY LAWS OF THE UNITED STATES, supra 
note 27, at 103.その職責につき，Id. at 120 and 123.
























（65）　REMINGTON, supra note 18, at 313は，このような方向性を「破産法におけるリ
ベラル性」という。






























（70）　破産手続が長引けばさらに 6か月延長することができた。Id. at 22. なお，破
産宣告後のこのような免責の申立てが許される規定は，1898年法第14条（a）に
よる。同規定につき，10 COLLIER ON BANKRUPTCY, supra note 14, at 1793.
（71）　カナダ破産法では登録官 （registrar） が， 英国破産法では収益管理人 （official 
receiver）が免責許可・不許可の権限を有していることで実質的に免責に対し



























































（74）　REMINGTON, supra note 18, at 134─135. 同書128頁によれば，「管財人は令状を
装備した債権者の地位に立つ」といい，同書135頁によれば，「管財人は，執行
官としての管財人を利用している債権者そのもの」であるともいう。

























































（82）　以下の各法の免責制度の変遷につき， 1A COLLIER ON BANKRUPTCY 14th ed. 1246.1
（1978）.










































































































（95）　REPORT OF THE COMMISSION ON THE BANKRUPTCY LAWS OF THE UNITED STATES, supra 
note 27, at 103は，ここにいう債権者支配を「神話」という。
（96）　1980年代の消費者破産事件の高まりを受けて消費者破産をどのように捉える
べきかを考えるために，その当時全米にわたる調査が行われている。その代表
的な調査報告ともいうべきものとして，TERESA A. SULLIVAN, ELIZABETH WARREN, 
AND JAY LAWRENCE WESTBROOK, AS WE FORGIVE OUR DEBTORS; BANKRUPTCY AND 
CONSUMER CREDIT IN AMERICA（1989）は，破産制度は圧倒的にこれを必要として
いる人々をその対象とすべきことを提唱している。Id. at 329.  
　以上の報告書とは対峙する報告書として，PURDUE UNIV. CREDIT RESEARCH 
CENTER, CONSUMER BANKRUPTCY STUDY VOL.Ⅰ; CONSUMERS’ RIGHT TO BANKRUPTCY: 
ORIGIN AND EFFECTS （1982）: VOL.Ⅱ; A. CHARLENE SULLIVAN, PERSONAL BANKRUPTCY: 
CAUSES, COSTS AND BENEFITS（1982）がある。この報告書は，破産手続を申し立て
る債務者の弁済資力を基準として破産手続へのアクセスを制限すべきであると
の主張を内容としている。Id. at VOL.Ⅱ 142. これら報告書は，その結論におい
て両局に立っている。
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点に立っているともいえる議論であり，個人債務者更生手続と清算型手続
との関係をめぐる議論である（97）。
　現行破産法の立法過程では，個人債務者更生手続と清算型手続とを併存
させる案とこれら両手続を連続した手続とする案が提示されていた。そし
て，後者では，まず個人債務者更生手続を先行させ債務免除が得られなか
った債務者には清算型手続で免責を付与する案と，まず清算型手続を行い
配当後（又は無資産の債務者についてはその確認後）に原則として免責を付
与するが，例外的に，法律で定める一定額以上の定期的な収入の見込みが
ある場合等には個人債務者更生手続を経た場合にのみ残債務の弁済を免れ
る方式の当否が提示されていた（98）。また，これに関連する同時破産廃止
と破産免責との関係（99）をめぐっては，同時破産廃止の要件として「定期
的な収入の見込みのないこと」を加えるべきであり，債務者更生手続を新
たに創設し，定期的な収入の見込みがある者はこの手続を利用することを
原則とする場合には，同時破産廃止の申立要件を制限するといった意見が
（97）　このような検討事項につき，法務省民事局参事官室「倒産法制に関する改正
検討事項」43頁～44頁（1997年）。この事項の補足説明につき，同「倒産法制に
関する改正検討事項補足説明」80頁～81頁（1997年）。
（98）　法務省民事局参事官室・前掲「検討課題」44頁。もとよりこれに対する評価
は様々であるが，各界の意見の中には，後者の案について自発的努力で再建を
図りたいとする債務者の意向を尊重するとともに更生の可能性を検討する機会
を与えたいとする債務者更生手続を創設する趣旨に合致するとの意見（最高裁
判所事務総局『「倒産法制に関する改正検討事項』に対する意見集〔第 3分
冊〕」411頁（1998年）参照），更生型手続前置主義を主張する意見（例えば，
同79頁・116頁・182頁・228頁・257頁）などを多く散見することができる。
（99）　最高裁判所事務総局『裁判所データブック』において免責事件数が登載され
ていた最後の版である『同・2004年』54頁「（ 1）破産・免責事件数一覧表」
によれば，平成15年（2003年）における自己破産既済事件数は254,348件であ
りその内の免責事件数は249,384件である。筆者の算定では，前者に占める後
者の比率は98.07％である。また，同『司法統計年報・平成15年・ 1民事行政
編』第107表によれば，平成15年における個人自己破産事件の破産宣告後の事
件数は256,817件であり，同年の同時破産廃止による事件数は229,015件である。
筆者の算定による前者に占める後者の比率は89.17％になる。なお，この数値
をどのように評価するかは，慎重な検討を要する。
72　　比較法学 50巻 3号
みられる（100）。最近の議論の中にも，定期収入の見込みのある破産者を例
外的に個人再生手続への移行させることをも視野に入れるとの立法提
言（101）がみられる。
　上記のいずれも，破綻した債務者の更生を基調にしながら債権者にとっ
ての倒産法の機能を考慮した均衡のとれた議論の推移と評価することがで
きる。このような推移を踏まえて，債権者支配と債務者救済との均衡から
と考えられる DONOVAN報告書での指摘との対比で，さらに2005年の改正
による連邦倒産法が採った方向性（102）を踏まえて，あえて今後の立法論を
提示するならば，破産手続と小規模個人再生や給与所得者等再生とのより
明確な機能分担も将来において射程に入れておくべき事項であるように考
えられる。破産手続開始申立て段階にあっても一定の所得水準・給与水準
を有する者を小規模個人再生や給与所得者等再生へと導引するような方
式，あるいは，破産手続開始申立てに小規模個人再生・給与所得者等再生
を必要的に前置するといった立法的な手当て（103）を考慮しておく必要があ
（100）　最高裁判所事務総局「『倒産法制に関する改正検討事項』に対する各裁判所
の意見」238頁（1998年）。
（101）　東京弁護士会倒産法部編・前掲書（注13）568頁〔長島良成執筆〕。
（102）　米国の2005年消費者倒産法制の改正については，松下淳一「2005年連邦破産
法改正における消費者倒産法制の改正の素描（ 1）（ 2・完）」NBL819号42頁・
820号71頁（2005年）。また，米国の1978年法での個人破産をめぐり可処分所得
要件からのこのような破産手続と第13章給与生活者の債務調整手続との機能分
担をめぐる2005年の改正動向につき，加藤哲夫「米国連邦倒産法における破産
制度の利用規制」青山善充先生古稀祝賀論集『民事手続法学の新たな地平』
671頁以下（有斐閣・2009年）。
（103）　日本の現行法では，小規模個人再生・給与所得者等再生を破産手続に前置さ
せる方式は採用されておらず，これらの手続と破産手続の選択は，債務者に委
ねられている。なお，再生手続開始の申立てがあった場合には破産手続は裁量
的に中止され（民再第26条 1項 1号），再生手続開始の決定があった場合には破
産手続開始の申立てはすることができず，あるいはすでに行われている破産手
続は失効する（民再第39条 1項）。これらは，再生手続を優先させる趣旨ではあ
るが，再生手続と破産手続が並行している状態を解消するためのものであり，
再生手続前置方式を採用したものではない。また，破産手続から再生手続へ移
行させることも可能ではあるが，これは管財人選任事件に限られ，しかも法人
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るまいか。米国において2005年にこのような手当てに至った伏線が，本稿
で取り上げた1930年代の報告書においてすでにみられた債権者支配の理念
と債務者救済理念との熾烈な相克にあるように考えられるからである（104）。
又は事業者の破産が想定されているにすぎない（民再第246条 1項参照）。さら
に，再生手続終了に伴う職権での破産手続開始決定（同250条）も，個人再生手
続前置を想定したものではない。
（104）　さらに，このような理念の相克をめぐっては，本稿の続稿として，DONOVAN
報告書公刊後の1932年に公刊されたいわゆるMITCHEL（THATCHER）報告書（注 8
参照），さらには，1940年に公刊されたいわゆる JACKSON報告書（注10参照）の
解題を予定している。
